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International Rectifier 社と特約店販売契約を締結、販売を開始

エレクトロニクス専門商社の丸文株式会社（社長：堀越毅一、本社：東京都中央区、資本金：62億 1450

万円、東証一部）は、パワー半導体の分野で世界最大の企業である、米国International Rectifier

Corporation（以下、IR社）の日本法人であるインターナショナル レクティファイアー ジャパン株式会

社と特約店販売契約を締結し、IR社の提供する各種パワー半導体の販売を開始することになりましたの

で、お知らせします。

  IR社は、電力をクリーンで利用可能なパワーに変換するプロセス部品を総合的に製造する、世界最大

のパワー半導体企業です。同社は、「HEXFETパワーMOSFET」技術をはじめ、数々のパワー半導体に関す

る特許を取得しており、多くのMOSFETメーカーが、IR社の設計とプロセスを利用して製品化しています。

  パワー半導体は、あらゆるタイプの電化製品の消費電力を抑え、作業効率を上げるパワー変換コンポー

ネントのキーとなる製品です。車やPC、携帯電話、サーバーなど、あらゆる電化製品の小型・高機能化

の実現には欠かせないテクノロジーです。そのため、パワー半導体市場は、半導体市場全体の成長率を

上回るほどの成長を続けている有望市場であり、今後も同様の伸びが期待されています。

  当社はこの成長市場に注目し、IRジャパンと協力して、インプット、コントロール、スイッチング、

アウトプットなどの各種パワー半導体の販売を行ないます。当社は独立系最大の半導体商社であり、東

京と大阪の2箇所に大型の物流センターと、全国に展開した17拠点の販売網など、半導体販売に必要な

商社機能を備えています。今後成長が期待できる携帯電話、通信分野、車などの分野を中心に、国内ユー

ザーの新規開拓と、お客様へのジャスト・イン・タイムのサービスを提供し、IR製品の国内における本

格的な拡販を行なっていく考えです。

  

  丸文株式会社では、これにより2001年度は約20億円の販売を見込んでおり、3年後には100億円規模

に成長させたい考えです。

     丸文株式会社の詳細については、ホームページ： http://www.marubun.co.jp/をご覧下さい。

      International Rectifier 社およびインターナショナル レクティファイアージャパンについては、ホー   

      ムページ：http:/www.irf.com/をご覧ください。

※注：IR、HEXFET は International Rectifier Corporation の登録商標です。当リリースに記載されるその他

の商標は、それぞれの所有者に帰属します。
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【 資 料 】

International Rectifier Corporationについて

  IR社は、ICよりも速いペースで成長しているパワー半導体、パワーMOSFETのパイオニアおよび市

場リーダーです。パワーMOSFETは電源および電池から供給される電気を変換し、様々な電子製品、

回路のニーズに対応し、回路の効率を改善します。IR社では、MOSFETにおけるリーダーシップをベー

スに関連テクノロジに注力しており、特に有力な市場とみなされる特定用途向けコントロール/サブシ

ステムの分野における製品開発を重視しています。IR社のテクノロジは携帯電話、インターネット対

応のハードウェアや電気製品（アプライアンス）、コンピュータ、家電製品、自動車、産業用製品など

幅広い分野において、コンパクトかつ高機能な製品開発に貢献しています。

丸文株式会社について

  丸文株式会社は、半導体をはじめ、試験・計測機器、真空機器、レーザおよび光通信機器、映像機器

など、世界最先端の製品を取り扱うエレクトロニクスの専門商社で、独立系の半導体商社としては、国

内最大手でもあります。LSI技術センターによる技術サポートや、東西２ヶ所からの物流サポートをは

じめ、世界最大の半導体ディストリビュータである米国Arrow社と提携して、合弁会社Marubun/Arrow

社を設立。アジア/北米地域の日系企業に対して、グローバル規模でのサポートを行なっています。

2001年 3月、東京証券取引所市場第１部上場。（コード番号：7537）


